
様式１

（公益法人用）

【対象決算年度：平成２３年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

平成１５年度末生活産業創造力育成支援事業費補助金を廃止 平成１５年度末生活産業創造力育成支援事業費補助金を廃止

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平成２３年度当初現在

経営計画等の策定状況

うち県職員

情報公開の取組状況

うち県職員

うち県職員 公益法人制度改革への取組状況

監査等結果
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＊次表は　年度の状況で、（　）内は　年度 （単位：千円、％）

公益事業比率 73.5 (66.7) 64.5 (59.5) 団体の課題等

経常比率 105.9 (102.7) 316.6 (366.5) 〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

人件費比率 14.8 (15.4) 137.2 (148.9)

管理費比率 17.1 (33.3) 91.9 (91.5)

6.2 (△16.1) 31.7 (37.3)

15.9 (17.0)

改革基本方針
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用(再掲）

0 (0)

18

(0)

(0)

(0)

0

商品開発や販路開拓、販路拡大の支援も行いながら、共に産地の活性化のために取り組んでいる。

団 体 名
(所在地）

財団法人　塩尻・木曽地域地場産業振興センター
（塩尻市木曽平沢２２７２－７）

代表者
　理事長　小口　利幸
（塩尻市長）
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非常勤職員計

6 7

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

実　　施　　状　　況

改革基本方針

(0)

4,405

0
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9

0

事業執行状況を示す主な指標

0

Ｈ２３

非　常　勤

0

9

Ｈ２２

0

1

・塩尻市（旧楢川村）　 7,000,000円（23.3％）
・他の地元７市町村　　3,000,000円（10.0％）
・地元組合・商工会等10,200,000円（33.7％）

10,000,000 33.1%

設立根拠 平成４年民法

平成  ４年  ３月：木曽地域中小企業振興対策
　　　　　　　　　　　基本計画策定
平成  ４年  ８月：財団法人木曽地域地場産業
　　　　　　　　　　振興センター設立認可
　　　　　　　　　　　　【平成４年８月１９日設立】
平成  ６年  ４月：センター竣工、オープン
平成１７年　４月：楢川村が塩尻市へ編入合併
　　　　　　　　　　　(財)塩尻・木曽地域地場産業
　　　　　　　　　　　振興センターに名称変更

0
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Ｈ２１

設立の沿革

30,200,000
うち県の出
捐額（円）

Ｈ２０
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基本財産（円）

経常収益 (A)

役
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員
　
数

役員平均年齢

職　員　数

年　　　　度

当期損益 14,246

0

0

0

補助金等比率

固定長期適合率

借入金依存率事業支出伸び率

0

6

0

出捐金

委託料

0

0

運営費

(0)

(0)

職員平均年齢

7

256,672 (237,594)

塩尻・木曽地域における伝統地場産業の健全な育成及び発展を図ることによって、地域経済の基
盤強化及び地域社会の活性化に貢献し、もって地域住民の生活向上と福祉の増進に寄与すること
を目的とする。

・　既存商品、新商品等の需要開拓、ＰＲのための特産品展示販売事業
・　漆文化財修復事業における職人の技術、知識向上のための人材確保・養成
・　伝統工芸体験（漆器）の受け入れによる知識や技術の普及
・　「木曾くらしの工芸館」「ならかわ市場」の運営管理
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常　　　勤

経常損益 (A)-(B)

0

1 1

役　員　数
0

4

14,246

経常費用 (B) 242,426

0 0

商工労働部（ものづくり振興課）
県所管部局
(課)

9

・特産品販売(千円)　　　　H21：158,458　　H22：144,745　　H23：154,989
・「木曾くらしの工芸館」来館者数(人)　　　H21：70,304　　H22：62,494　　H23：72,478
・漆文化財修復事業受注額　(千円)　　　　H21：51,673　　H22：28,474　　H23：33,411
・体験学習料収入　(千円)　　　　　　　　　　H21：2,784　　H22：1,701　　　H23：2,170

具体的な事業内容

県出捐率
（％）

主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

県職員計（非常勤役員除く）

9 9 9

0

6常　　　勤

非　常　勤

0

常勤職員計

役員平均年収（千円）

(0)

(0)

(0)

職員の平均年収（千円）

0

0

負担金

貸付金

補助金

(9,332)

平成２５年４月１日の移行予定で、申請に必要な書類及び手続きを進めている。

平成２３年１１月２２日実施の長野県監査委員による財政的援助団体等の監査において、指摘・指導事項は無かったが、中小企業高度
化資金借入金の着実な返済計画の策定をするよう意見があった。

県関与の廃止（株式会社化の検討を提案）　[平成１６年６月１０日現在]

毎年度事業計画として経営計画を策定している。

センター作成のホームページ上で、事業報告書・決算報告書等を公表している。又、長野県行政情報センターへの資料の提出も行って
いる。

設立目的（寄付行為・定款上）

1

(228,262) 事業費

中小企業高度化資金借入金（平成４年度借入分）について、複数年
の条件変更の申請により平成２３年度まで毎年２千万円を返済して
来た。
本年度、今後３年間の条件変更について県と協議を行う。年々収入
が大幅に減少しているため、返済財源を確保することは難しいが、
借入金返済が終了しないことには、事業費の確保も難しく、活動が
十分に行えないため、早期の返済ができるよう計画を策定する。ま
た、耐用年数を疾うに過ぎた施設（屋根・壁）は雨漏り等の問題が
頻繁に発生しているため、返済金の他に修繕の費用も捻出したい
が、通常の事業費も削減しており、大変厳しく難しい状態にある。

　借入金の返済が重荷となっている。特に平成4年度に借り入れを
行った高度化資金の返済が厳しく、平成25年度が返済期限であっ
たが、返済を完了するのは厳しい状況である。ただし、返済期限の
延長が認められる条件を満たしているため、今秋に県と団体で返済
条件の変更の交渉を行う予定である。関係各所と調整し綿密な返
済計画をたてる必要がある。

　前述の財務状況から事業費の確保が難しい状況である。借入金
の早期の返済を目指すと共に、事業のための財源確保が必要に
なっている。
　平成25年4月に行う一般財団法人への移行にむけて体制を整え
る必要がある。

(6,301) 交付金

0
損失補償年度
末残高

0

正味財産比率

固定比率

流動比率

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



様式２

①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

経常増減の部

経常収益 (A) 278,247 237,594 256,672

うち基本財産運用益 75 30 0

うち受取会費 0 0 0

うち事業収益 235,184 197,264 174,918

うち受取補助金等 42,987 40,300 40,754

うち受取国庫補助金 0 0 0

うち受取県補助金 0 0 0

うち受取市町村補助金 40,000 40,000 40,000

経常費用 (B) 272,093 228,262 242,426

うち事業費 178,442 152,317 178,108

うち公益事業費 178,442 152,317 178,108

うち給料手当 6,566 6,239 18,768

うち管理費 93,650 75,945 41,502

うち役員報酬 1,900 1,679 1,056

うち給料手当 26,437 27,190 16,052

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) 6,154 9,332 14,246

経常外増減の部
経常外収益 (D) 1,317 △ 31 0

経常外費用 (E) 2,560 3,000 0

経常外増減額 (F)=(D)-(E) △ 1,243 △ 3,031 0

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) 4,911 6,301 14,246

一般正味財産期首残高 (H) 295,610 300,521 306,822

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 300,521 306,822 321,068

受取補助金等
うち受取国庫補助金

うち受取地方公共団体補助金

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 30,200 30,200 30,200

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 30,200 30,200 30,200

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) 4,911 6,301 14,246

正味財産期首残高 (N) 325,810 330,721 337,022

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 330,721 337,022 351,268

②　貸借対照表
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

流動資産 73,790 64,240 62,365

うち現金預金 32,887 29,429 29,289

固定資産 526,543 501,975 481,859

基本財産 30,200 30,200 30,200

うち土地 0 0 0

うち投資有価証券 0 0 0

特定財産 51,000 51,000 52,000

うち退職給与引当資産 1,000 1,000 2,000

うち減価償却引当資産 0 0 0

その他の固定資産 445,343 420,775 399,659

資産合計 600,333 566,215 544,224

流動負債 19,542 17,529 19,698

うち短期借入金 0 0 0

うち未払金 4,329 2,895 9,771

固定負債 250,070 211,664 173,258

うち長期借入金 249,570 211,164 172,758

うち退職給与引当金 0 0 0

負債合計 269,612 229,193 192,956

指定正味財産 30,200 30,200 30,200

うち基本財産への充当額 30,200 30,200 30,200

うち特定資産への充当額 0 0 0

一般正味財産 300,521 306,823 321,068

うち基本財産への充当額 0 0 0

うち特定資産への充当額 51,000 51,000 51,000

正味財産合計 330,721 337,023 351,268

負債及び正味財産合計 600,333 566,216 544,224

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：(財)塩尻・木曽地域地場産業振興センター
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